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第第一一号号議議案案 令令和和 44 年年度度事事業業報報告告（（ ））  
  

・・総総 括括  
令和 4 年度の当協会の事業活動は、引き続き新型コロナウイルス感染症（ ）への適切

な対応を図りつつ、財政・税制分野における国内外の様々な動きを意識し、会員ニーズに沿った事

業を企画・開催するとともに、あるべき税制、税務の実現に向けた調査・研究、提言等を実施した。 
提言活動の中心である「税制改正に関する租研意見」については、政策検討会を中心に、税制基

本問題研究会、財政経済研究会、国際課税研究会など、各研究会の活動とも有機的な連携に努め、

財政・税制の現状を踏まえた改革の方向性について当協会としての提言を取りまとめた。 
また、各研究会等における活動については、引き続き、財政・税制分野における重要なテーマを

取り上げ、研究者、実務家、関係当局とのネットワークを生かして調査・研究機能の充実・強化に

努めた。オンライン方式を基本として、調査・研究活動の効果的・効率的な遂行に配意するととも

に、会員に対する成果の還元、情報発信をバランスよく実施するよう努めたところである。 
会員懇談会についても、引き続き、大宗をオンライン方式により開催した。開催回数はほぼ前年

なみであったが、オンライン開催が定着し、アクセスの向上、見逃し配信などのメリットにより、

参加者数（申込ベース）はコロナ禍前を大幅に上回る水準が継続している。 
全体として、前年度同様、オンライン方式の活用により新型コロナウイルス感染症対策を適切

に講じつつ、会員の利便性の向上、業務の効率化というメリットが享受できるよう努めた結果、事

業規模、内容いずれにおいてもおおむね計画通りに活動を展開することができた。 
令和 4 年度の事業活動の総括表及び個別の活動実績については、以下のとおりである。 
 

 
  
  
  

令令和和４４年年度度事事業業活活動動計計画画／／実実績績のの総総括括表表 （講演回数換算ベース　＊3）

理事会・総会・委員会等 47 回 57 回 51 回 5555 回 5500 回

内研究会 3355 〃 4466 〃 4400 〃 4422 〃 3399 〃

会員懇談会 75 〃 48 〃 58 〃 6611 〃 5566 〃

租税研究大会 ＊1 （3.0日） 6 〃 （2.0日） 4 〃 （2.0日） 4 〃 （2.0日） 44 〃 （2.0日） 44 〃

基礎講座 ＊2 （３講座） 22 〃 （２講座） 17 〃 （２講座） 14 〃 （２講座） 1177 〃 （２講座） 1177 〃

合計 150 〃 126 〃 127 〃 113377 〃 112277 〃

出版（「租税研究」以外） 6 冊 5 冊 5 冊 55 冊 55 冊

＊１　令和4年度実績の内訳　：　オンライン2.0日（報告1、討論3）
＊2　令和4年度実績の内訳　：　法人税基礎講座（オンライン）8回、国際課税基礎講座（オンライン）9回
＊3　講演回数換算ベース　：　同日講演で講演内容が異なる場合には、各々を1回として集計

令令和和44年年度度
実実績績

令令和和４４年年度度
計計画画

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和3年度
実績

自 令和 4 年 4 月 1 日 
至 令和 5 年 3 月 31 日 
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11．．第第 7744 回回定定時時総総会会  

令和 4 年 5 月 31 日、第 74 回定時総会を、AP 東京丸の内（E・F・G 会議室）において開催し

た。以下の議題について報告・説明が行われ、審議の後、いずれも原案どおり承認可決された。 

〔議案〕 
1. 令和 3 年度事業報告 
2. 令和 3 年度決算案 
3. 令和 4 年度事業計画及び予算報告 
4. 令和 4 年度会費分担基準案 
5. 役員退任・選任案 
6. 補欠理事選任案 
7. 評議員退任・選任報告 

 
22．．理理事事会会・・評評議議員員会会  

令和 4 年度の理事会は、5 月、10 月、12 月、3 月（今回）にオンライン方式を基本として開催

した。第 74 回定時総会に付議する諸案件の審議・承認可決のほか、評議員退任・選任の審議、事

業活動状況の報告等を行った。 
 

33．．委委員員会会・・研研究究会会等等 

((11))  政政策策委委員員会会（（政政策策検検討討会会））  

政策委員会の下に設置した研究者等により構成される政策検討会において、税制改正提言に向

けた調査・検討を行うとともに、税制基本問題研究会、財政経済研究会、国際課税研究会等の研究

成果、会員からの税制改正意見、アンケートなどを踏まえた「令和 5 年度 税制改正に関する租研

意見」の原案を取りまとめ、政策委員会、会長・副会長会議の審議を経て令和 4 年 9 月に決定・

公表した。 

「令和 5 年度 税制改正に関する租研意見」については、財務省、総務省をはじめとする関係当

局・機関に対して申入れを実施したところであり、令和 4 年 11 月には、会長及び副会長が鈴木財

務大臣と面談し、直接提言を行うとともに、10 月には政府税制調査会の中里会長に対しても同意

見の提言を行った。 

((22))  税税制制基基本本問問題題研研究究会会  

税制基本問題研究会は、税制の基本的な課題について、社会・経済環境の変化も踏まえた幅広い

見地より調査・研究、分析を行うことを目的としており、租税法・財政学等の分野の研究者、実務

家が調査・研究を実施し、その成果を会員に提供している。 
令和 2 年 10 月からは、「社会・経済環境の変化と税制」を大テーマとして取り上げ、多角的に

検討を進めてきた研究成果について、令和 4 年 9 月の租税研究大会にて、討論会形式で会員に向
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検討を進めてきた研究成果について、令和 4 年 9 月の租税研究大会にて、討論会形式で会員に向
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((33))  財財政政経経済済研研究究会会  

財政経済研究会は、税制・財政制度、社会保障制度、経済財政運営・金融政策の在り方等の諸課

題について、財政学・経済学等の分野の研究者が調査・研究を実施し、その成果を会員に提供して

いる。 

令和 3 年 10 月からは、「ポストコロナ時代の税・財政と社会保障」を大テーマとして取り上げ、

現下における税・財政、社会保障分野の課題と改革の方向性等について報告・討議を行い、多角的

な検討を進めており、その成果は令和 5 年 9 月の租税研究大会にて会員に報告する予定である。 

((44))  国国際際課課税税研研究究会会  

国際課税研究会は、国際課税に造詣の深い研究者等が当該分野における最新の動向や海外文献

に基づき調査・研究を行い、その成果を会員に提供している。令和 4 年度においては、最近にお

けるキーノートとなる重要で話題性のある海外文献を題材とした報告を行い、その成果を「租税

研究」等を通じて会員に提供した。 

((55))  通通達達等等検検討討会会

通達等検討会は、各年度の税制改正事項や明確化が望まれる論点について、課税上の取扱いの

明確化を図り、税務執行における予測可能性・透明性の確保、実務面の課題解決につながる活動を

展開している。 

令和 4 年度においては、主として法人税・国際課税関係の年度改正事項について、法令の解釈・

適用、執行上の取扱いの明確化を図る観点から、会員の意見・要望を集約・整理し、行政当局との

意見交換を通じて通達等への反映、明確化を実現した。 

((66))  地地球球環環境境問問題題検検討討会会

地球環境問題検討会は、カーボンニュートラルの実現に向けて、国内外でカーボンプライシン

グ等に関する関心が高まっていることを踏まえ、令和 3 年度から再開した。 

令和 4 年度においては、行政当局担当官による講演を開催し、カーボンニュートラルを巡る最

新の情報を会員に提供した。 

 
44．．講講演演会会等等（（会会員員懇懇談談会会、、租租税税研研究究大大会会、、基基礎礎講講座座）） 

((11))  会会員員懇懇談談会会  

法人税については、グループ通算制度、重要な争訟事例をはじめ、税制改正の内容、申告上の留

意点など、会員のニーズに即した理論・実務上の論点を取り上げ、行政当局、研究者、実務家等に

よる講演会を開催した。 
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また、国際課税については、デジタル経済の課税上の課題、移転価格税制等の個別分野や、OECD
や米国など海外税務における最新の動向等、会員の関心の高いテーマについて講演会を開催した。 

((22))  租租税税研研究究大大会会  

租税研究大会は、当協会における年間の財政・税制に関する調査・研究の成果を発表・還元する

イベントとして、理論・実務両面から最先端の重要な課題を取り上げ、情報発信機能に配意した運

営を行っている。 

令和 4 年度は、オンライン方式により 2 日間（報告 1、討論 3）開催し、財務省・総務省幹部、

研究者、実務家による講演、討論等を実施し、会員に対する情報提供を行った。 

また、税理士会、公認会計士協会等にも公開するなど、広く協会外部への情報発信を行い、公益

的活動の推進、当協会のプレゼンス向上を図った。 
更に、その成果については、日本租税研究協会 第 74 回租税研究大会記録「社会・経済の変化

と税制、OECD／G20『BEPS 包括的枠組み』『2 つの柱』の合意」として出版するとともに、ホ

ームページ等により会員以外にも公表した。 

((33))  基基礎礎講講座座

令和 4 年度においては、法人税基礎講座 8 回、国際課税基礎講座 9 回をオンライン方式により

開催した。受講料の引下げ（前年度から継続）、見逃し配信期間の延長（新規実施）により受講者

の利便性向上に努めた結果、両講座とも全国から多数の受講が継続した。 

 
55．．出出版版等等情情報報提提供供活活動動他他（（出出版版、、ホホーームムペペーージジ）） 

((11))  出出版版  

定例の「租税研究」（毎月）、「租税研究大会記録」（毎年）に加え、OECD 租税委員会から公表

された重要な文書（邦訳）を刊行した。「租税研究」2023 年 1 月号においては、我が国租税法学の

第一人者であり、当協会に対しても長年にわたり多大なるご貢献をいただいた故金子宏先生の追

悼記事を掲載した。 

（（参参考考））令令和和 44 年年度度出出版版物物（（「「租租税税研研究究以以外外」」））  

・第 74 回租税研究大会記録  

～社会・経済の変化と税制、OECD／G20「BEPS 包括的枠組み」「2 つの柱」の合意～ 

  ・令和 5 年度 税制改正に関する租研意見（税制改正意見集、会員の意見調査結果） 

・OECD 移転価格ガイドライン 2022 年版 
合計 5 冊 

((22))  ホホーームムペペーージジにによよるる情情報報提提供供ササーービビススのの向向上上  

租研ホームページでは、お知らせ欄等を活用し、事業活動に係る迅速な情報提供に努めた。ま

た、例年どおり「租研意見」、「租研会員の意見調査結果」、「租研会員の税制改正意見集」、「租税研
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た、例年どおり「租研意見」、「租研会員の意見調査結果」、「租研会員の税制改正意見集」、「租税研

究大会記録」等を掲載、公表した。 

 
66．．国国際際租租税税協協会会（（IIFFAA））日日本本支支部部事事務務局局受受託託事事務務  

国際租税協会（IFA）から日本支部の業務を受託し、引き続き事務局で実施した。本年度も、IFA
年次総会報告会に協力する等、国際的な情報の発信活動に貢献するとともに、当協会としても国

際租税分野の事業活動の充実を図った。
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77．．会会員員数数及及びび会会員員異異動動状状況況  

（１）会員数（令和 年 月 日現在）

維持会員 ２９４ 
個人会員 ４８２ 
特別会員 ４団体 

（２）会員異動状況
 

 令和３年度末 令和４年度増減 令和４年度末 
  増 減  
維持会員 （社） ２９８ ４ ８ ２９４ 
個人会員 （人） ４８２ ４３ ４３ ４８２ 
特別会員（団体） ４ ０ ０ ４ 

計 ７８４ ４７ ５１ ７８０ 

  
88．．役役員員・・評評議議員員等等（（令令和和 55 年年 33 月月 3311 日日現現在在））  

会長 （代表理事） １名 評議員 ５４名 

副会長 （代表理事） ５名 特別顧問 ３名 

理事     ２１名   顧問 ７名 

（理事計 ２７名）     参与      ３名 

監事    ２名 
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77．．会会員員数数及及びび会会員員異異動動状状況況  

（１）会員数（令和 年 月 日現在）

維持会員 ２９４ 
個人会員 ４８２ 
特別会員 ４団体 

（２）会員異動状況
 

 令和３年度末 令和４年度増減 令和４年度末 
  増 減  
維持会員 （社） ２９８ ４ ８ ２９４ 
個人会員 （人） ４８２ ４３ ４３ ４８２ 
特別会員（団体） ４ ０ ０ ４ 

計 ７８４ ４７ ５１ ７８０ 

  
88．．役役員員・・評評議議員員等等（（令令和和 55 年年 33 月月 3311 日日現現在在））  

会長 （代表理事） １名 評議員 ５４名 

副会長 （代表理事） ５名 特別顧問 ３名 

理事     ２１名   顧問 ７名 

（理事計 ２７名）     参与      ３名 

監事    ２名 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和4年度計画 実績

通常総会 1 1

理事会・評議員会 4 4

総総会会・・理理事事会会 55 55

会長・副会長会議 3 3
財務大臣・政府税調会長

への提言を含む

運営委員会 1 1

　企画運営小委員会
　※ 3 3

政策委員会 1 1

　政策検討会
　※ 5 5

税制基本問題研究会　
※ 9 8

地球環境問題検討会　
※ 2 1

財政経済研究会
　※ 8 8

国際課税研究会
　※ 8 8

通達等検討会
　※ 7 6 専門部会を含む

意見交換会 2 1 財務省、会員企業

座談会　他 1 0

委委員員会会・・研研究究会会等等 5500 4455

うち研究会関連（※） 4422 3399

会会員員懇懇談談会会 6611 5566

租租税税研研究究大大会会 44 44 2.0日：報告1、討論3

法人税基礎講座

国際課税基礎講座 9 9 9回／講座

国際課税中級講座 0 0 国際課税基礎講座と隔年開催

基基礎礎講講座座 1177 1177

合合計計 113377 112277

　＊1　現在活動中のものを記載した。

8 8回／講座

備考

8

会合名(＊1)

（（参参考考））令令和和４４年年度度活活動動計計画画／／実実績績一一覧覧表表

会合回数（回）
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(単位:円)

当年度 前年度 増減
Ⅰ資産の部
１ 流動資産

現 金
当 座 預 金
普 通 預 金 △ 2,111,658
定 期 預 金
仮 払 金
未 収 金 △ 75,384
売 掛 金
前 払 費 用 △ 6,495
書 籍 棚 卸 資 産

２ 固定資産
     （１）基本財産

特 定 事 業 基 金 定 期 預 金

     （２）特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産 △ 137,000
賞 与 引 当 資 産
減 価 償 却 引 当 資 産
意 見 広 告 積 立 資 産

     （３）その他の固定資産
什 器 備 品 △ 83,028
事 務 所 総 合 設 備 費 △ 249,864
ソ フ ト ウ エ ア △ 274,120
電 話 加 入 権
借 室 敷 金
出 資 金

△ 607,012

資産合計
Ⅱ負債の部
１ 流動負債

未 払 金 △ 91,884
前 受 会 費
諸 預 り 金
賞 与 引 当 金

２ 固定負債
退 職 給 付 引 当 金 △ 137,000

△ 137,000
　負債合計　

負債及び正味財産合計
正 味 財 産 合 計

　１.指定正味財産
指 定 正 味 財 産 合 計　

　２.一般正味財産

科目

<Ⅲ正味財産の部>

流 動 負 債 合 計　

固 定 負 債 合 計

基 本 財 産 合 計 

流 動 資 産 計　

第第二二号号議議案案　　令令和和44年年度度決決算算案案

ⅠⅠ..貸貸借借対対照照表表

令和5年3月31日現在

固 定 資 産 合 計 

（うち基本財産への充当額）
（うち特定資産への充当額）

        そ の 他 固 定 資 産 合 計

特 定 資 産 合 計 
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(単位:円)

当年度 前年度 増減
Ⅰ資産の部
１ 流動資産

現 金
当 座 預 金
普 通 預 金 △ 2,111,658
定 期 預 金
仮 払 金
未 収 金 △ 75,384
売 掛 金
前 払 費 用 △ 6,495
書 籍 棚 卸 資 産

２ 固定資産
     （１）基本財産

特 定 事 業 基 金 定 期 預 金

     （２）特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産 △ 137,000
賞 与 引 当 資 産
減 価 償 却 引 当 資 産
意 見 広 告 積 立 資 産

     （３）その他の固定資産
什 器 備 品 △ 83,028
事 務 所 総 合 設 備 費 △ 249,864
ソ フ ト ウ エ ア △ 274,120
電 話 加 入 権
借 室 敷 金
出 資 金

△ 607,012

資産合計
Ⅱ負債の部
１ 流動負債

未 払 金 △ 91,884
前 受 会 費
諸 預 り 金
賞 与 引 当 金

２ 固定負債
退 職 給 付 引 当 金 △ 137,000

△ 137,000
　負債合計　

負債及び正味財産合計
正 味 財 産 合 計

　１.指定正味財産
指 定 正 味 財 産 合 計　

　２.一般正味財産

科目

<Ⅲ正味財産の部>

流 動 負 債 合 計　

固 定 負 債 合 計

基 本 財 産 合 計 

流 動 資 産 計　

第第二二号号議議案案　　令令和和44年年度度決決算算案案

ⅠⅠ..貸貸借借対対照照表表

令和5年3月31日現在

固 定 資 産 合 計 

（うち基本財産への充当額）
（うち特定資産への充当額）

        そ の 他 固 定 資 産 合 計

特 定 資 産 合 計 

(単位:円)

　科目　 当年度 前年度 増減
Ⅰ.一般正味財産増減の部

1.経常増減の部
(1)経常収益

△ 1,296,500

△ 411,182
(2)経常費用

役 員 報 酬 △ 1,755,000
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用 △ 233,583
賞 与 引 当 金 繰 入 △ 2,754
福 利 厚 生 費 △ 614,296
研 修 費 △ 19,800
旅 費 交 通 費
諸 会 費 △ 115,515
支 払 手 数 料 △ 48,824
通 信 運 搬 費 △ 386,504
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費 △ 412,056
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金
会 場 借 上 費
租 税 公 課 △ 1,080
委 託 費
雑 費

役 員 報 酬 △ 195,000
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入
福 利 厚 生 費
研 修 費 △ 2,200
旅 費 交 通 費 △ 644
諸 会 費 △ 12,835
支 払 手 数 料 △ 5,425
通 信 運 搬 費 △ 11,954
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費 △ 45,784
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金 △ 8,800
会 場 借 上 費 △ 33,600
租 税 公 課 △ 120
委 託 費
雑 費

△ 4,548,193

△ 4,548,193

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

(2)経常外費用
△ 2

△ 2
△ 4,548,191

Ⅱ.指定正味財産増減の部

Ⅲ.正味財産期末残高

令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益
受 取 会 費
雑 収 益

ⅡⅡ..正正味味財財産産増増減減計計算算書書

経　　常　　収　　益　　計

事業費

管理費

経　　常　　費　　用　　計
評価損益等調整前当期経常増減額

当期経常増減額
評価損益等計

一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

経　　常　　外　　収　　益　　計

経　　常　　外　　費　　用　　計

当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高

当期経常外増減額

固定資産除却損
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(単位:円)

　科目　 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計
Ⅰ.一般正味財産増減の部

1.経常増減の部
(1)経常収益

(2)経常費用

役 員 報 酬
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入
福 利 厚 生 費
研 修 費
旅 費 交 通 費
諸 会 費
支 払 手 数 料
通 信 運 搬 費
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金
会 場 借 上 費
租 税 公 課
委 託 費
雑 費

役 員 報 酬
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入
福 利 厚 生 費
研 修 費
旅 費 交 通 費
諸 会 費
支 払 手 数 料
通 信 運 搬 費
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金
会 場 借 上 費
租 税 公 課
委 託 費
雑 費

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計
(2)経常外費用

△ 5,229,689

Ⅱ.指定正味財産増減の部

Ⅲ.正味財産期末残高

管理費

経　　常　　費　　用　　計

評価損益等計

他会計振替額

経　　常　　外　　費　　用　　計

評価損益等調整前当期経常増減額

正正味味財財産産増増減減計計算算書書内内訳訳書書

令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

事業費

基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益
受 取 会 費
雑 収 益

経　　常　　収　　益　　計

指定正味財産期末残高

一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高

当期経常増減額

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

固定資産除却損
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(単位:円)

　科目　 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計
Ⅰ.一般正味財産増減の部

1.経常増減の部
(1)経常収益

(2)経常費用

役 員 報 酬
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入
福 利 厚 生 費
研 修 費
旅 費 交 通 費
諸 会 費
支 払 手 数 料
通 信 運 搬 費
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金
会 場 借 上 費
租 税 公 課
委 託 費
雑 費

役 員 報 酬
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入
福 利 厚 生 費
研 修 費
旅 費 交 通 費
諸 会 費
支 払 手 数 料
通 信 運 搬 費
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金
会 場 借 上 費
租 税 公 課
委 託 費
雑 費

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計
(2)経常外費用

△ 5,229,689

Ⅱ.指定正味財産増減の部

Ⅲ.正味財産期末残高

管理費

経　　常　　費　　用　　計

評価損益等計

他会計振替額

経　　常　　外　　費　　用　　計

評価損益等調整前当期経常増減額

正正味味財財産産増増減減計計算算書書内内訳訳書書

令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

事業費

基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益
受 取 会 費
雑 収 益

経　　常　　収　　益　　計

指定正味財産期末残高

一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高

当期経常増減額

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

固定資産除却損

(単位:円)

場所・物量等 使用目的等 金額
（流動資産）

現金
手元保管 運用資金として

預金
当座預金 運用資金として

普通預金 運用資金として

定期預金 運用資金として

仮払金 IFA日本支部共催ｾﾐﾅｰ立替え分（ﾃｰﾌﾟおこし、謝礼）

未収金
租税研究購読料 令和4年度分租税研究講読費として

書籍棚卸資産 出版物 令和4年度末出版物在庫

売掛金 全官報他 書籍有償販売分として

前払費用
三菱地所賃借料 三菱地所株式会社 賃料の前払いとして
PCA会計保守料 令和5年度PCA会計保守料前払いとして

流動資産合計
（固定資産）

基本財産
定期預金

銀行自由金利型定期預金 公益目的保有財産である

銀行大口定期預金 公益目的保有財産である

特定資産
退職給付引当資産 定期預金 退職引当預金として

賞与引当資産 定期預金 賞与引当預金として

減価償却引当資産 定期預金 減価償却引当預金として

意見広告積立資産 定期預金 意見広告のための積立資産であり、特定費用準備資金
として管理されている預金

その他固定資産
什器備品 可動式収納書庫他 公益目的保有財産である

事務所総合設備費 電話敷設・ネット回線等 公益目的保有財産である

電話加入権 公益目的保有財産である

ソフトウェア 会員管理システム 公益目的保有財産である

借室敷金 賃借事務所敷金 公益目的保有財産である

出資金 しんくみグループ保険 公益目的保有財産である

固定資産合計

資産合計
（流動負債）

未払金
租税研究 租税研究印刷費の未払いである
書籍委託発送代 租税研究の発送費の未払いである
コピー代 コピー使用料の未払いである
人材派遣 人材派遣に対する未払いである
出向者給与 出向者給与に対する未払いである
その他 テープおこし等の未払いである

前受会費 会員に対するもの 令和5年度会員の会費の前受である

預り金
所得税預り金 従業員に対するもの 所得税預り金
住民税預り金 従業員に対するもの 住民税預り金

賞与引当金 役員・従業員に対するもの 役員と従業員2名R5.1～R5.3対象月分賞与を積立

流動負債合計
（固定負債）

退職給付引当金 役員・従業員に対するもの 役員と従業員4名に対する退職金の支払いに備えたもの

固定負債合計

負債合計

正味財産合計

　　ⅢⅢ..財財　　産産　　目目　　録録　　

令和5年3月31日現在
貸借対照表科目
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公益認定前取得 公益認定後取得
不可欠特定財産 不可欠特定財産

基本財産 銀行自由金利型定期預金　　　 24,122,178円 公益目的事業

銀行大口定期預金　　　　　　　　 　133,633,232円 公益目的事業

什器備品 可動式収納書庫他　　　　　　　　  　　 179,649円 公益目的事業

事務所総合設備費 電話敷設・ネット回線等　　　　　　 669,665円 公益目的事業

電話加入権 電話加入権                         　 170,310円 公益目的事業

ソフトウェア 会員管理システム 799,517円 公益目的事業

借室敷金 貸借事務所敷金　　　　　　　　　  　13,984,800円 公益目的事業

出資金 しんくみグループ保険　　　　　　　 　　 10,000円 公益目的事業

合計 　　　　　　　　　　　　　　　　 　173,467,389円173,569,351円

公益目的保有財産の明細

財産種別 使用事業
その他の

公益目的保有財産
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公益認定前取得 公益認定後取得
不可欠特定財産 不可欠特定財産

基本財産 銀行自由金利型定期預金　　　 24,122,178円 公益目的事業

銀行大口定期預金　　　　　　　　 　133,633,232円 公益目的事業

什器備品 可動式収納書庫他　　　　　　　　  　　 179,649円 公益目的事業

事務所総合設備費 電話敷設・ネット回線等　　　　　　 669,665円 公益目的事業

電話加入権 電話加入権                         　 170,310円 公益目的事業

ソフトウェア 会員管理システム 799,517円 公益目的事業

借室敷金 貸借事務所敷金　　　　　　　　　  　13,984,800円 公益目的事業

出資金 しんくみグループ保険　　　　　　　 　　 10,000円 公益目的事業

合計 　　　　　　　　　　　　　　　　 　173,467,389円173,569,351円

公益目的保有財産の明細

財産種別 使用事業
その他の

公益目的保有財産

　１.基本財産及び特定資産の明細

(単位:円)

区分 (資産の種類) (期首帳簿価額) (当期増加額) (当期減少額) (期末帳簿価額)
基 本 財 産 定 期 預 金

基本財産計
特 定 資 産 退職給付引当資産

賞 与 引 当 資 産
減価償却引当資産
意見広告積立資産

特定資産計

　２.引当金の明細

(単位:円)

目的使用 その他
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

合計

　　ⅣⅣ..附附属属明明細細書書　　

令和5年3月31日現在

科目 （期首残高） (当期増加額) （期末残高）
(当期減少額)

令和5年3月31日現在
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1.重要な会計方針

(1)公益法人会計基準(平成20年度改正基準)を採用している。

(2)資産の評価基準及び評価方法は次のとおりである。
　①たな卸資産…移動平均法に基づく原価法

(3)固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産…定額法
　②ソフトウェア（自社利用）･･･社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

(4)引当金の計上基準
　①退職給付引当金は、役員及び職員の退職金支給に備えて、期末現在の職員が
　　自己都合により退職した場合の要支給額を計上している。
　　なお、出向社員については会社都合により退職した場合の要支給額を計上している。

　②賞与引当金は、役員及び職員に支給する賞与に備えて、支給見込み額の内
　 当期に属する額を計上している。

(5)消費税等の会計処理は、消費税込み額で表示している。

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

－14－



2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　
　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

科目 (前期末残高) (当期増加額) (当期減少額) (当期末残高)

基本財産
定 期 預 金

小計(基本金)

特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産
賞 与 引 当 資 産
減 価 償 却 引 当 資 産
意 見 広 告 積 立 資 産

小計(特定資産)
合計

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

基本財産
定 期 預 金

小計(基本金)

特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産
賞 与 引 当 資 産
減 価 償 却 引 当 資 産
意 見 広 告 積 立 資 産

小計(特定資産)
合計

4.固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円)

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
什 器 備 品
事 務 所 総 合 設 備 費

合計

(うち一般正味
財産からの充当

額)

(うち負債に
対応する額)

令和5年3月31日現在

令和5年3月31日現在

令和5年3月31日現在

科目 (当期末残高)
(うち指定正味
財産からの充当

額)

1.重要な会計方針

(1)公益法人会計基準(平成20年度改正基準)を採用している。

(2)資産の評価基準及び評価方法は次のとおりである。
　①たな卸資産…移動平均法に基づく原価法

(3)固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産…定額法
　②ソフトウェア（自社利用）･･･社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

(4)引当金の計上基準
　①退職給付引当金は、役員及び職員の退職金支給に備えて、期末現在の職員が
　　自己都合により退職した場合の要支給額を計上している。
　　なお、出向社員については会社都合により退職した場合の要支給額を計上している。

　②賞与引当金は、役員及び職員に支給する賞与に備えて、支給見込み額の内
　 当期に属する額を計上している。

(5)消費税等の会計処理は、消費税込み額で表示している。

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記
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第第三三号号議議案案 令令和和 55 年年度度事事業業計計画画及及びび予予算算報報告告（（令令和和 55 年年 33 月月理理事事会会決決議議））  
  

ⅠⅠ．．令令和和 55 年年度度事事業業計計画画  

令和 5 年度の当協会の事業計画について、次のとおり報告する。  

11．．租租研研ををめめぐぐるる環環境境  

我が国経済は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対応が進展し、正常化しつつあるもの

の、回復は緩やかなものにとどまっている。また、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化、資源・

エネルギー、食料品価格の高騰、金融・為替市場における不安定性の拡大など、国際情勢、世界経

済の先行きも不透明な状況にある。 

新型コロナ対策としての大規模な財政出動により拡大した財政赤字・政府債務の削減・解消の

めどが立たないなか、防衛力の抜本的強化のための財源確保に加えて、少子化対策、子ども・子育

て支援、GX 推進など、我が国が直面する課題への対応にも安定的な財源の裏付けが必要とされて

いる。 

このように我が国の財政状況は歴史的・国際的に見ても最悪の水準となっており、財政健全化

の道のりは一層険しいものとなっているが、政策効果の検証、経済や財政についての現実的な見

通しに基づき、健全化の工程を明らかにし、歳出構造全般の改革を進める必要がある。 
税制面においても、経済の再生・成長と財政・社会保障制度の持続可能性を確保するため、負

担を先送りすることなく、歳入・歳出の一体的改革が求められている。

その際、税制が持つ基本的な役割である歳入確保、再分配機能はもちろんのこと、成長分野・

人材への積極的な投資、DX、GX の推進、グローバルな課税制度の構築を見据えた企業の競争力

確保などにも目配りし、経済社会の構造変化に対応した税制改革が求められている。

当協会としても、公平・中立・簡素の基本原則に立脚しつつ、引き続き、経済成長と財政健全

化、社会保障制度改革を一体的に推進する観点から、あるべき税制の実現に向けた調査・研究、提

言を行っていくこととする。

 
22．．協協会会のの活活動動方方針針  

当協会は、民間の租税研究機関として、引き続き、財政・税制をめぐる環境の変化、会員のニー

ズに的確に対応し、調査・研究の質的向上、事業活動の充実、情報発信の強化に取り組み、あるべ

き財政、税制、税務の実現に向けた活動を展開し、我が国税制の研究と発展に貢献していく。 
令和 5 年度においては、以下の基本的な方針に基づき、コロナ禍後においても継続的かつ安定

的な運営が行われるよう、事業運営の最適化を図りつつ各種の活動を展開する。 

① 税制改正意見等の提言活動の充実を図る。 
② 財政、税制、税務に関する調査、研究、提言活動の拡充を図る。 
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第第三三号号議議案案 令令和和 55 年年度度事事業業計計画画及及びび予予算算報報告告（（令令和和 55 年年 33 月月理理事事会会決決議議））  
  

ⅠⅠ．．令令和和 55 年年度度事事業業計計画画  

令和 5 年度の当協会の事業計画について、次のとおり報告する。  

11．．租租研研ををめめぐぐるる環環境境  

我が国経済は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対応が進展し、正常化しつつあるもの

の、回復は緩やかなものにとどまっている。また、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化、資源・

エネルギー、食料品価格の高騰、金融・為替市場における不安定性の拡大など、国際情勢、世界経

済の先行きも不透明な状況にある。 

新型コロナ対策としての大規模な財政出動により拡大した財政赤字・政府債務の削減・解消の

めどが立たないなか、防衛力の抜本的強化のための財源確保に加えて、少子化対策、子ども・子育

て支援、GX 推進など、我が国が直面する課題への対応にも安定的な財源の裏付けが必要とされて

いる。 

このように我が国の財政状況は歴史的・国際的に見ても最悪の水準となっており、財政健全化

の道のりは一層険しいものとなっているが、政策効果の検証、経済や財政についての現実的な見

通しに基づき、健全化の工程を明らかにし、歳出構造全般の改革を進める必要がある。 
税制面においても、経済の再生・成長と財政・社会保障制度の持続可能性を確保するため、負

担を先送りすることなく、歳入・歳出の一体的改革が求められている。

その際、税制が持つ基本的な役割である歳入確保、再分配機能はもちろんのこと、成長分野・

人材への積極的な投資、DX、GX の推進、グローバルな課税制度の構築を見据えた企業の競争力

確保などにも目配りし、経済社会の構造変化に対応した税制改革が求められている。

当協会としても、公平・中立・簡素の基本原則に立脚しつつ、引き続き、経済成長と財政健全

化、社会保障制度改革を一体的に推進する観点から、あるべき税制の実現に向けた調査・研究、提

言を行っていくこととする。

 
22．．協協会会のの活活動動方方針針  

当協会は、民間の租税研究機関として、引き続き、財政・税制をめぐる環境の変化、会員のニー

ズに的確に対応し、調査・研究の質的向上、事業活動の充実、情報発信の強化に取り組み、あるべ

き財政、税制、税務の実現に向けた活動を展開し、我が国税制の研究と発展に貢献していく。 
令和 5 年度においては、以下の基本的な方針に基づき、コロナ禍後においても継続的かつ安定

的な運営が行われるよう、事業運営の最適化を図りつつ各種の活動を展開する。 

① 税制改正意見等の提言活動の充実を図る。 
② 財政、税制、税務に関する調査、研究、提言活動の拡充を図る。 

③ 会員のニーズに的確に対応した情報発信機能の拡充を図る。 
④ 公益社団法人として、協会活動を通じた社会貢献活動に努める。 
⑤ 維持会員の継続、拡大に組織を挙げて取り組む。あわせて、経費節減に努めるとともに、限

られた資源の中で効果的・効率的な事業運営を徹底する。 
 

33．．令令和和 55 年年度度事事業業計計画画（（総総論論））  

平成 24 年 4 月の公益社団法人への移行後、環境変化と会員ニーズに的確に対応すべく、事業活

動の「選択と集中」を進めてきた結果、収支相償の原則など財務運営面での規律を確保した運営体

制が概ね定着している。

令和 2 年度以降は、新型コロナウイルス感染症対策、DX 推進の観点から、オンラインを活用し

た事業運営を行ってきたところであるが、2 年余りにわたる取組を通じて会員の間にも定着し、そ

の高い利便性が評価されていることから、令和 5 年度も、オンラインを中心とした事業運営を継

続し、当協会の活動方針を踏まえた事業活動を推し進めていく。

具体的な事業計画としては、前年度実績を上回る年間 137 回程度の会合を開催し、財政・税制

及び関連分野における重要な課題や最新の動向を反映した内容を企画することで、当協会ならで

はの質の高い事業活動を展開することとしたい。

 

  
44．．委委員員会会・・研研究究会会等等  

委員会・研究会等の活動は、民間の中立的な立場から、あるべき財政、税制、税務の実現に向け

た調査・研究、提言を行うという当協会の中核事業の基盤をなすものであり、その内容の充実に努

める。 
具体的には、当協会の税制改正提言である「租研意見」を作成する政策検討会をはじめ、税制基

・・活活動動計計画画一一覧覧表表 （講演回数換算ベース　＊3）

理事会・総会・委員会等 47 回 57 回 51 回 5500 回 5599 回 5555 回

内研究会 3355 〃 4466 〃 4400 〃 3399 〃 4477 〃 4422 〃

会員懇談会 75 〃 48 〃 58 〃 5566 〃 6600 〃 6611 〃

租税研究大会 ＊1 （3.0日） 6 〃 （2.0日） 4 〃 （2.0日） 4 〃 （2.0日） 44 〃 （2.0日） 44 〃 （2.0日） 44 〃

基礎講座 ＊2 （３講座） 22 〃 （２講座） 17 〃 （２講座） 14 〃 （２講座） 1177 〃 （２講座） 1144 〃 （２講座） 1177 〃

合計 150 〃 126 〃 127 〃 112277 〃 113377 〃 113377 〃

出版（「租税研究」以外） 6 冊 5 冊 5 冊 55 冊 55 冊 55 冊

＊１　令和5年度計画の内訳　：　オンライン2.0日（報告1、討論3）

＊2　令和5年度計画の内訳　：　法人税基礎講座－オンライン8回、国際課税中級講座－オンライン6回

＊3　講演回数換算ベース　：　同日講演で講演内容が異なる場合には、各々を1回として集計（過去実績含め再集計）

令和４年度
計画

令令和和４４年年度度
実実績績

令令和和５５年年度度
計計画画

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和3年度
実績
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本問題研究会、財政経済研究会、国際課税研究会及び通達等検討会において、時宜にかなったテー

マを設定し、研究者、実務家等の知見を活用して調査・研究活動を実施する。 
また、会員と国内外行政当局との意見交換(会)は、コロナ禍において開催が困難な状況が続いて

いたが、当協会の特質を活かした活動であり、テーマや実施方法を工夫して行政当局の理解を得

ながら可能な限り開催に努める。 
 

 
 

政政策策委委員員会会（（政政策策検検討討会会））

財政、税制に関する提言等の企画・立案を担当する委員会（検討会）として、各委員会・研究

会の調査・研究の成果、会員からの税制改正意見、アンケート調査等をもとに、税制改正に関す

る租研意見を取りまとめ、関係当局・機関に対して提言を行う。 
令和 5 年度においても、政策検討会を中心として、各研究会等との連携を緊密にしつつ、「租

研意見」の内容の更なる充実を図るとともに、効果的な発信方法について検討を行う。 

税税制制基基本本問問題題研研究究会会

税制基本問題研究会では、税制の基本的な課題について、社会・経済環境の変化も踏まえた幅

広い見地から、租税法・財政学等の分野の研究者、実務家が調査・研究を行っている。 
令和 4 年 10 月からは、新たな大テーマとして「地方税原則と地方税の課題」を取り上げて調

査・研究を行っており、令和 6 年度の租研大会においてその成果を発表することを目指して検討

を進めていく。 

財財政政経経済済研研究究会会

財政経済研究会では、税制、財政制度、社会保障制度、経済財政運営・金融政策の在り方につ

いて、財政学・経済学等の分野の研究者が調査・研究を行っている。

令和 3 年 10 月より、「ポストコロナ時代の税・財政と社会保障」を大テーマとして取り上げ、

税・財政、社会保障分野の課題について様々な角度から検討を進めており、本年 9 月の租税研究

大会でその成果を会員に報告することとしている。

国国際際課課税税研研究究会会

国際課税研究会では、国際課税分野に造詣の深い研究者、実務家等が先端的な研究を行い、そ

・・理理事事会会・・委委員員会会等等のの内内訳訳とと回回数数推推移移 （回数）　

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

令令和和４４年年度度
実実績績

令令和和５５年年度度
計計画画

理事会・総会 4 4 5 55 55

委員会・研究会等 40 52 46 4444 5533

内内研研究究会会 3355 4466 4400 3399 4477

意見交換会 3 1 0 11 11

合計 47 57 51 5500 5599
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の成果を会員に提供している。 
令和 5 年度においても、引き続き国際課税における最新の動向、重要な海外文献について調査・

研究を行い、その成果を税制改正、税務執行に関する提言に生かすとともに、会員に対し幅広く

情報提供する。  

 通通達達等等検検討討会会

通達等検討会では、税法の解釈・適用や課税上の取扱いが不明確・不確定な分野について、行

政当局との意見交換を通じて明確化を図り、税務執行上の予測可能性・透明性の確保、企業実務

における税務リスクの低減に資することを目指して活動を行っている。 
令和 5 年度においても、法人税・国際課税関係の改正事項を中心に、会員の意見・要望の集約、

行政当局への提言、通達への反映等に積極的に取り組む。 

地地球球環環境境問問題題検検討討会会

地球環境問題検討会については、政府の GX 推進戦略、カーボンプライシング導入構想を

注視しつつ、大学や研究機関の専門家、行政当局の担当者などによる講演等を適宜開催していく。 

運運営営委委員員会会（（企企画画・・運運営営小小委委員員会会））

運営委員会は、当協会の事業計画の策定、事業活動の基本方針等の運営上の重要事項について、

審議・検討等を行う。また、当委員会の下に、企画・運営小委員会をおき、随時協議・検討等を

行う。 

意意見見交交換換会会

行政当局と会員、双方向の意思疎通の重要性にかんがみ、意見交換会の開催等に向けて連絡・

協調に積極的に取り組む。 
特に、重要な税制改正、国際課税分野における最新の動向など、会員の関心の高い問題に焦点

を当てて、行政当局担当官と会員企業担当者・実務家との意見交換の場を設定し、行政当局から

のタイムリーな情報発信、会員の意見・要望の伝達を行うことにより、意思疎通、相互理解の促

進に取り組む。 
 

55．．国国際際交交流流のの促促進進  

オンラインを活用し、諸外国の財政・税務当局の担当官、研究者等による財政・税制・税務行政

を巡る諸問題に関する講演会を開催していく。 

 
66．．会会員員懇懇談談会会  

我が国の財政、税制、税務及び国際課税に関する重要な課題をはじめとして、会員のニーズに対

応したテーマを理論・実務の両面から幅広く取り上げ、懇談会を開催する。税制改正に関する「租

研意見」の形成に資する有益な情報・知見の収集に配意するとともに、「税制改正説明会」、「決算・

申告に当たっての留意事項」等の行政当局からの情報発信、実務家による解説、研究者による学術
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的な報告等をタイムリーかつバランスよく提供することを目指す。 
会員に対する知識・情報の還元・普及活動の中軸となる事業であることから、引き続きオンライ

ン開催を基本として効率化と利便性向上を図ることとし、内容の厳選・充実に努めつつ、昨年度と

同規模の 60 回程度を計画する。 
なお、オンライン開催のメリットを生かした会員サービスの一層の向上を図る観点から、昨年

度から実施している「見逃し配信サービス」の提供を継続する。 
 

 
77．．租租税税研研究究大大会会  

租税研究大会については、当協会が実施した財政・税制に関する調査・研究、年間の事業活動の

成果を発表・還元するイベントであり、情報発信機能を重視しながら開催している。 
令和 5 年度においても、税制改正の動向、最先端の重要な課題、各研究会等における調査・研

究の成果を取り上げ、講演、討論等を通じて情報提供を行うとともに、協会外部への情報発信に配

意し、公益的活動の推進、当協会のプレゼンス向上に資するものとして継続する。 
なお、本年度についても、オンライン方式を活用し、9 月中旬頃に開催する予定である。 
 

 
 

88．．基基礎礎講講座座  

本年度は、法人税基礎講座、国際課税中級講座（基礎講座と隔年開催）を実施する。会員に対す

る実践的な知識の普及・提供事業として、オンライン開催及び見逃し配信サービスにより、受講者

の利便性向上に引き続き努める。また、サービス向上の一環として、国際課税中級講座の開講に先

行して令和４年度実施の国際課税基礎講座の録画の配信を実施する。 

・・会会員員懇懇談談会会のの回回数数推推移移 （回数）　

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

令令和和４４年年度度
実実績績

令令和和５５年年度度
計計画画

会員懇談会 75 48 58 5566 6600

・・租租税税研研究究大大会会のの内内訳訳とと実実施施推推移移 （回数）　

平成３０年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

令令和和４４年年度度
実実績績

令令和和５５年年度度
計計画画

東京大会(ｵﾝﾗｲﾝ含む) 4 4 4 4 44 44

報告 2 1 1 1 11 11

討論 2 3 3 3 33 33

大阪大会 2 2

報告 1 1

討論 1 1

合計（報告+討論） 6 6 4 4 44 44

合計（日数） 3.0 3.0 2.0 2.0 22..00 22..00
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行して令和４年度実施の国際課税基礎講座の録画の配信を実施する。 

・・会会員員懇懇談談会会のの回回数数推推移移 （回数）　
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実績
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実績
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令令和和４４年年度度
実実績績

令令和和５５年年度度
計計画画

会員懇談会 75 48 58 5566 6600
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99．．出出版版物物のの刊刊行行  

会員に対し、税制、税務に関する最新情報、各研究会等における研究成果を提供・還元するため、

毎月発刊の「租税研究」に加え、「租税研究大会記録」等の出版物を作成・配付する。また、OECD
が公表した国際課税分野における重要な文書についても、出版物（邦訳）を作成し配付する予定で

ある。 
・租税研究大会記録  
・令和 6 年度 税制改正に関する租研意見（税制改正意見集、会員の意見調査結果） 
・デジタル経済課税に係る第 2 の柱（GloBE ルール）に関する 

「モデルルールとそのコメンタリー」 
  合計 5 冊 

 
1100．．情情報報提提供供ササーービビススのの向向上上  

ホームページを活用した情報提供サービスの内容を充実することにより、会員の利便性の向上

及び対外発信の強化を図る。 
ホームページにおいて、「租研意見」、「租税研究大会記録」等を掲載し、会員以外の一般の方に

も広く情報提供することにより、当協会からの提言、情報発信の充実を図るとともに、財政･税制

についての知見･知識の普及･拡大を図る。 
  

1111．．国国際際租租税税協協会会((IIFFAA))日日本本支支部部事事務務局局受受託託事事務務等等  

IFA 日本支部の事業活動の積極的な展開に協力するとともに、IFA から得られる情報を活かし

当協会の国際租税分野での事業活動の更なる活性化を図る。 

・・基基礎礎講講座座のの内内訳訳とと実実施施推推移移 （回数）　

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

令令和和４４年年度度
実実績績

令令和和５５年年度度
計計画画

法人税講座（東京）(ｵﾝﾗｲﾝ含む） 8

法人税講座（関西） 8

国際課税基礎講座（東京）(ｵﾝﾗｲﾝ含む) 0 9 0 99 00

国際課税中級講座（東京）(ｵﾝﾗｲﾝ含む) 6 0 6 00 66

合計 22 17 14 1177 1144

（各回、２～２時間半で実施。） ※令和4年度開講講座の録画を配信予定

88 888 8

※

－21－



ⅡⅡ..令令和和55年年度度収収支支予予算算((正正味味財財産産増増減減計計算算書書））

令和5年4月1日から令和6年3月31日まで (単位:千円)

　科目　 RR55年年度度予予算算 RR44年年度度予予算算 増増減減

Ⅰ.一般正味財産増減の部
1.経常増減の部
(1)経常収益

18 18 0

0 0 0

116,623 116,825 -202

5,032 4,443 589

経経　　　　常常　　　　収収　　　　益益　　　　計計 112211,,667733 112211,,228866 338877

(2)経常費用

事業費 106,531 105,235 1,296

役 員 報 酬 8,602 11,830 -3,228

給 料 手 当 28,319 23,446 4,873

退 職 給 付 費 用 2,654 2,497 157

賞 与 引 当 金 繰 入 246 390 -144

福 利 厚 生 費 3,801 4,760 -959

研 修 費 0 0 0

旅 費 交 通 費 1,273 1,391 -118

諸 会 費 771 1,052 -281

支 払 手 数 料 500 515 -15

通 信 運 搬 費 3,806 3,944 -138

新 聞 図 書 費 450 281 169

減 価 償 却 費 271 271 0

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 238 247 -9

消 耗 什 器 備 品 費 216 216 0

消 耗 品 費 386 465 -79

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 9,875 9,986 -111

光 熱 水 道 費 258 220 38

賃 借 料 14,661 14,404 257

諸 謝 金 18,339 16,819 1,520

会 場 借 上 費 3,663 2,958 705

租 税 公 課 1 4 -3

委 託 費 7,544 9,108 -1,564

雑 費 658 431 227

管理費 11,128 10,648 480

役 員 報 酬 931 1,170 -239

給 料 手 当 2,176 1,597 579

退 職 給 付 費 用 233 212 21

賞 与 引 当 金 繰 入 27 43 -16

福 利 厚 生 費 397 371 26

研 修 費 0 0 0

旅 費 交 通 費 0 0 0

諸 会 費 86 117 -31

支 払 手 数 料 56 57 -1

通 信 運 搬 費 118 122 -4

新 聞 図 書 費 50 31 19

減 価 償 却 費 30 30 0

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 26 27 -1

消 耗 什 器 備 品 費 24 24 0

消 耗 品 費 43 52 -9

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 58 58 0

光 熱 水 道 費 29 24 5

賃 借 料 1,629 1,600 29

諸 謝 金 114 109 5

会 場 借 上 費 1,104 1,123 -19

租 税 公 課 0 0 0

委 託 費 3,748 3,832 -84

雑 費 248 49 199

経経　　　　常常　　　　費費　　　　用用　　　　計計 111177,,665599 111155,,888833 11,,777766

評価損益等調整前当期経常増減額 4,014 5,403 -1,389

評価損益等計

当当期期経経常常増増減減額額 44,,001144 55,,440033 --11,,338899

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計

(2)経常外費用

経　　常　　外　　費　　用　　計

当期経常外増減額

当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額 44,,001144 55,,440033 --11,,338899

一般正味財産期首残高 286,733 281, 02 5, 31

一般正味財産期末残高 290,747 286,405 4,342

Ⅱ.指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

ⅢⅢ..正正味味財財産産期期末末残残高高 229900,,774477 228866,,440055 44,,334422

基 本 財 産 運 用 益

特 定 資 産 運 用 益

受 取 会 費

雑 収 益

0 7
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ⅡⅡ..令令和和55年年度度収収支支予予算算((正正味味財財産産増増減減計計算算書書））

令和5年4月1日から令和6年3月31日まで (単位:千円)

　科目　 RR55年年度度予予算算 RR44年年度度予予算算 増増減減

Ⅰ.一般正味財産増減の部
1.経常増減の部
(1)経常収益

18 18 0

0 0 0

116,623 116,825 -202

5,032 4,443 589

経経　　　　常常　　　　収収　　　　益益　　　　計計 112211,,667733 112211,,228866 338877

(2)経常費用

事業費 106,531 105,235 1,296

役 員 報 酬 8,602 11,830 -3,228

給 料 手 当 28,319 23,446 4,873

退 職 給 付 費 用 2,654 2,497 157

賞 与 引 当 金 繰 入 246 390 -144

福 利 厚 生 費 3,801 4,760 -959

研 修 費 0 0 0

旅 費 交 通 費 1,273 1,391 -118

諸 会 費 771 1,052 -281

支 払 手 数 料 500 515 -15

通 信 運 搬 費 3,806 3,944 -138

新 聞 図 書 費 450 281 169

減 価 償 却 費 271 271 0

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 238 247 -9

消 耗 什 器 備 品 費 216 216 0

消 耗 品 費 386 465 -79

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 9,875 9,986 -111

光 熱 水 道 費 258 220 38

賃 借 料 14,661 14,404 257

諸 謝 金 18,339 16,819 1,520

会 場 借 上 費 3,663 2,958 705

租 税 公 課 1 4 -3

委 託 費 7,544 9,108 -1,564

雑 費 658 431 227

管理費 11,128 10,648 480

役 員 報 酬 931 1,170 -239

給 料 手 当 2,176 1,597 579

退 職 給 付 費 用 233 212 21

賞 与 引 当 金 繰 入 27 43 -16

福 利 厚 生 費 397 371 26

研 修 費 0 0 0

旅 費 交 通 費 0 0 0

諸 会 費 86 117 -31

支 払 手 数 料 56 57 -1

通 信 運 搬 費 118 122 -4

新 聞 図 書 費 50 31 19

減 価 償 却 費 30 30 0

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 26 27 -1

消 耗 什 器 備 品 費 24 24 0

消 耗 品 費 43 52 -9

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 58 58 0

光 熱 水 道 費 29 24 5

賃 借 料 1,629 1,600 29

諸 謝 金 114 109 5

会 場 借 上 費 1,104 1,123 -19

租 税 公 課 0 0 0

委 託 費 3,748 3,832 -84

雑 費 248 49 199

経経　　　　常常　　　　費費　　　　用用　　　　計計 111177,,665599 111155,,888833 11,,777766

評価損益等調整前当期経常増減額 4,014 5,403 -1,389

評価損益等計

当当期期経経常常増増減減額額 44,,001144 55,,440033 --11,,338899

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計

(2)経常外費用

経　　常　　外　　費　　用　　計

当期経常外増減額

当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額 44,,001144 55,,440033 --11,,338899

一般正味財産期首残高 286,733 281, 02 5, 31

一般正味財産期末残高 290,747 286,405 4,342

Ⅱ.指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

ⅢⅢ..正正味味財財産産期期末末残残高高 229900,,774477 228866,,440055 44,,334422

基 本 財 産 運 用 益

特 定 資 産 運 用 益

受 取 会 費

雑 収 益

0 7

 

ⅢⅢ..令令和和55年年度度収収支支予予算算（（正正味味財財産産増増減減計計算算書書））事事業業別別内内訳訳表表
(単位:千円)

　科目　 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ.一般正味財産増減の部
1.経常増減の部
(1)経常収益

18 0 0 18

0 0 0 0

99,130 17,493 0 116,623

5,032 0 0 5,032

経経　　　　常常　　　　収収　　　　益益　　　　計計 110044,,118800 1177,,449933 00 112211,,667733

(2)経常費用

事業費 106,531 0 0 106,531

役 員 報 酬 8,602 8,602

給 料 手 当 28,319 28,319

退 職 給 付 費 用 2,654 2,654

賞 与 引 当 金 繰 入 246 246

福 利 厚 生 費 3,801 3,801

研 修 費 0 0

旅 費 交 通 費 1,273 1,273

諸 会 費 771 771

支 払 手 数 料 500 500

通 信 運 搬 費 3,806 3,806

新 聞 図 書 費 450 450

減 価 償 却 費 271 271

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 238 238

消 耗 什 器 備 品 費 216 216

消 耗 品 費 386 386

修 繕 費 0 0

印 刷 製 本 費 9,875 9,875

光 熱 水 道 費 258 258

賃 借 料 14,661 14,661

諸 謝 金 18,339 18,339

会 場 借 上 費 3,663 3,663

租 税 公 課 1 1

委 託 費 7,544 7,544

雑 費 658 658

管理費 0 11,128 0 11,128

役 員 報 酬 931 931

給 料 手 当 2,176 2,176

退 職 給 付 費 用 233 233

賞 与 引 当 金 繰 入 27 27

福 利 厚 生 費 397 397

研 修 費 0 0

旅 費 交 通 費 0 0

諸 会 費 86 86

支 払 手 数 料 56 56

通 信 運 搬 費 118 118

新 聞 図 書 費 50 50

減 価 償 却 費 30 30

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 26 26

消 耗 什 器 備 品 費 24 24

消 耗 品 費 43 43

修 繕 費 0 0

印 刷 製 本 費 58 58

光 熱 水 道 費 29 29

賃 借 料 1,629 1,629

諸 謝 金 114 114

会 場 借 上 費 1,104 1,104

租 税 公 課 0 0

委 託 費 3,748 3,748

雑 費 248 248

経経　　　　常常　　　　費費　　　　用用　　　　計計 110066,,553311 1111,,112288 00 111177,,665599

評価損益等調整前当期経常増減額 -2,351 6,365 0 4,014

評価損益等計

当当期期経経常常増増減減額額 --22,,335511 66,,336655 0 44,,001144

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計

(2)経常外費用

経　　常　　外　　費　　用　　計

当期経常外増減額

他会計振替額 6,365 -6,365 0 0

当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額 44,,001144 00 00 44,,001144

一般正味財産期首残高 228866,,773333 00 0 228866,,773333

一般正味財産期末残高 229900,,774477 00 0 229900,,774477

Ⅱ.指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

ⅢⅢ..正正味味財財産産期期末末残残高高 229900,,774477 00 00 229900,,774477

基 本 財 産 運 用 益

特 定 資 産 運 用 益

受 取 会 費

雑 収 益

－23－



第第四四号号議議案案　　令令和和55年年度度会会費費分分担担基基準準案案

原則として以下による。

①　維　持　会　員

Ａ）　事　業　会　社

資 本 金 額 年 会 費 15億円以上 100億円以上 2,000億円以上

万円 20億円以上 300億円以上 2,500億円以上

5億円未満 30億円以上 500億円以上 3,000億円以上

5億円以上 50億円以上 1,000億円以上 3,500億円以上

10億円以上 80億円以上 1,500億円以上 4,000億円以上

4,500億円以上 135以上

Ｂ）　金　融　機　関

資 金 量 年 会 費 2兆円以上 7兆円以上 20兆円以上

万円 3兆円以上 8兆円以上 25兆円以上

1兆円未満 5兆円以上 9兆円以上 30兆円以上

1兆円以上 6兆円以上 10兆円以上 35兆円以上

40兆円以上 135以上

Ｃ）　証　券　会　社

営 業 収 益 年 会 費 500億円以上 900億円以上 5,000億円以上

万円 600億円以上 1,000億円以上 6,000億円以上

300億円未満 700億円以上 2,000億円以上 7,000億円以上

300億円以上 800億円以上 4,000億円以上 8,000億円以上

1兆円以上 135以上

Ｄ）　生命保険会社

収 入 保 険 料 年 会 費 4,000億円以上 2兆円以上 4兆円以上

万円 5,000億円以上 2.5兆円以上 4.5兆円以上

2,000億円未満 1兆円以上 3兆円以上 5兆円以上

2,000億円以上 1.5兆円以上 3.5兆円以上 5.5兆円以上

6兆円以上 135以上

Ｅ）　損害保険会社
正 味 保 険 料 年 会 費 1,000億円以上 5,000億円以上 8,500億円以上

万円 2,000億円以上 6,000億円以上 9,000億円以上

500億円未満 3,000億円以上 7,000億円以上 9,500億円以上

500億円以上 4,000億円以上 8,000億円以上 1兆円以上

1.5兆円以上 135以上

Ｆ）　各　種　団　体　　　　　年会費23万円以上

②　特　別　会　員　　　　  　　　年会費23万円以上

③　個　人　会　員

（Ａ）正会員　　　 　70,000円　（年会費･「租税研究」等購読･会員懇談会参加） 

（Ｂ）購読会員　　　 30,000円　（年会費・「租税研究」 等購読）

自 令和 年 月

至 令和 年 月（ ）

－24－



　　第第五五号号議議案案　　役役員員任任期期満満了了にに伴伴うう改改選選案案
(令和５年５月３０日付)

（会長・副会長・専務理事については代表理事として、総会後理事会の選任決議をいただく予定です。）

１１..理理　　事事

　　会会　　長長　　（（代代表表理理事事）） （敬称略）

日 本 製 鉄 ㈱ 相 談 役 宗 岡 正 二

　　副副会会長長　　（（代代表表理理事事））　　

住 友 電 気 工 業 ㈱ 取 締 役 会 長 松 本 正 義

ト ヨ タ 自 動 車 ㈱ 常 勤 監 査 役 加 藤 治 彦

㈱ 日 立 製 作 所 取 締 役 会 長 東 原 敏 昭 新任

三 菱 重 工 業 ㈱ 取 締 役 会 長 宮 永 俊 一

㈱ 三 菱 UFJ 銀 行 特 別 顧 問 平 野 信 行

　　理理　　事事

鹿 島 建 設 ㈱ 取締役専務執行役員財務本部長 内 田 顕

関 西 電 力 ㈱ 代 表 執 行 役 副 社 長 西 澤 伸 浩

サントリーホールディングス㈱ グ ル ー プ 税 務 室 長 斎 藤 篤

住 友 化 学 ㈱ 常 務 執 行 役 員 佐 々 木 啓 吾

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 ㈱ 理 事 経 理 部 長 寺 本 聡

東 京 ガ ス ㈱ 専 務 執 行 役 員 佐 藤 裕 史

東 レ ㈱ 理 事 （ 税 務 ） 税 務 室 長 栗 原 正 明

日 本 銀 行 理 事 貝 塚 正 彰

日 本 証 券 業 協 会 副 会 長 ・ 専 務 理 事 岳 野 萬 里 夫

日 本 製 紙 ㈱ 執 行 役 員 管 理 本 部 長 板 倉 智 康

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 調 査 部 担 当 部 長 加 藤 亮

日 本 電 気 ㈱ 主席プロフェッショナル 大 貫 篤 繁

日 本 電 信 電 話 ㈱ 執 行 役 員 財 務 部 門 長 中 山 和 彦

野 村 ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 執行役員グループファイナンス担当 堀 内 優 子

㈱博報堂 ホールディングス 執 行 役 員 禿 河 毅

パナソニックホールディングス㈱
グループＣＦＯ付税務担当上席主幹
（ グ ル ー プ 税 務 責 任 者 ） 竹 本 陽 一

丸 紅 ㈱ 執 行 役 員 経 理 部 長 岩 根 秀 禎

㈱ 三 井 住 友 銀 行 理事 財務企画部税務室長 藤 本 晃 治 新任

三 井 物 産 ㈱ 経 理 部 長 栗 原 雅 男

三 菱 商 事 ㈱ 主 計 部 長 嶋 津 吉 裕

　　専専務務理理事事　　（（代代表表理理事事））

(公 社 )日 本 租 税 研 究 協 会 専 務 理 事 山 寺 尚 雄 新任

（計 27名）

２２..監監　　事事

三 菱 地 所 ㈱ 執 行 役 常 務 梅 田 直 樹

国 立 大 学 法 人 筑 波 大 学 ビ ジ ネ ス サ イ エ ン ス 系 教 授 本 田 光 宏
（計 2名）

((退退任任理理事事))

　副会長

キ ヤ ノ ン ㈱ 副 社 長 田 中 稔 三

　理事

㈱ 日 立 製 作 所 財務マネジメント本部 本部長 吉 岡 準 人

㈱ 三 井 住 友 銀 行 財務企画部担当役員補佐 筒 井 雅 彦

　専務理事

(公 社 )日 本 租 税 研 究 協 会 専 務 理 事 山 崎 浩 二

第第四四号号議議案案 令令和和55年年度度会会費費分分担担基基準準案案

原則として以下による。

①　維　持　会　員

Ａ）　事　業　会　社

資 本 金 額 年 会 費 15億円以上 100億円以上 2,000億円以上

万円 20億円以上 300億円以上 2,500億円以上

5億円未満 30億円以上 500億円以上 3,000億円以上

5億円以上 50億円以上 1,000億円以上 3,500億円以上

10億円以上 80億円以上 1,500億円以上 4,000億円以上

4,500億円以上 135以上

Ｂ）　金　融　機　関

資 金 量 年 会 費 2兆円以上 7兆円以上 20兆円以上

万円 3兆円以上 8兆円以上 25兆円以上

1兆円未満 5兆円以上 9兆円以上 30兆円以上

1兆円以上 6兆円以上 10兆円以上 35兆円以上

40兆円以上 135以上

Ｃ）　証　券　会　社

営 業 収 益 年 会 費 500億円以上 900億円以上 5,000億円以上

万円 600億円以上 1,000億円以上 6,000億円以上

300億円未満 700億円以上 2,000億円以上 7,000億円以上

300億円以上 800億円以上 4,000億円以上 8,000億円以上

1兆円以上 135以上

Ｄ）　生命保険会社

収 入 保 険 料 年 会 費 4,000億円以上 2兆円以上 4兆円以上

万円 5,000億円以上 2.5兆円以上 4.5兆円以上

2,000億円未満 1兆円以上 3兆円以上 5兆円以上

2,000億円以上 1.5兆円以上 3.5兆円以上 5.5兆円以上

6兆円以上 135以上

Ｅ）　損害保険会社
正 味 保 険 料 年 会 費 1,000億円以上 5,000億円以上 8,500億円以上

万円 2,000億円以上 6,000億円以上 9,000億円以上

500億円未満 3,000億円以上 7,000億円以上 9,500億円以上

500億円以上 4,000億円以上 8,000億円以上 1兆円以上

1.5兆円以上 135以上

Ｆ）　各　種　団　体　　　　　年会費23万円以上

②　特　別　会　員　　　　 　　　年会費23万円以上

③　個　人　会　員

（Ａ）正会員　　　 　70,000円　（年会費･「租税研究」等購読･会員懇談会参加） 

（Ｂ）購読会員　　　 30,000円　（年会費・「租税研究」 等購読）

自 令和 年 月

至 令和 年 月（ ）
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第第六六号号議議案案 補補欠欠理理事事選選任任案案  
(各社毎の補欠理事とする)  

補補欠欠理理事事 

 
会会社社 氏氏名名（敬称略） 
鹿島建設㈱ 三上 幸彦 
関西電力㈱ 田中 徹 
サントリーホールディングス㈱ 山本 重宜 
住友化学㈱ 田中 啓之 
東京海上ホールディングス㈱ 平生 純一郎 
東京ガス㈱ 曽我 豪 
東 レ㈱ 小林 伸也 
日本証券業協会 森本 健一 
日本製紙㈱ 的場 宏充 
日本生命保険相互会社 牧野 浩敏 
日本電気㈱ 大竹 敏幸 
日本電信電話㈱ 有本 武司 
野村ホールディングス㈱ 小林 建夫 
㈱博報堂ＤＹホールディングス 平田 智 
パナソニックホールディングス㈱ 服部 智行 
丸 紅㈱ 大場 恒 
㈱三井住友銀行 田中 鉄男 
三井物産㈱ 坂東 太郎 
三菱商事㈱ 西原 直 
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第第六六号号議議案案 補補欠欠理理事事選選任任案案  
(各社毎の補欠理事とする)  

補補欠欠理理事事 

 
会会社社 氏氏名名（敬称略） 
鹿島建設㈱ 三上 幸彦 
関西電力㈱ 田中 徹 
サントリーホールディングス㈱ 山本 重宜 
住友化学㈱ 田中 啓之 
東京海上ホールディングス㈱ 平生 純一郎 
東京ガス㈱ 曽我 豪 
東 レ㈱ 小林 伸也 
日本証券業協会 森本 健一 
日本製紙㈱ 的場 宏充 
日本生命保険相互会社 牧野 浩敏 
日本電気㈱ 大竹 敏幸 
日本電信電話㈱ 有本 武司 
野村ホールディングス㈱ 小林 建夫 
㈱博報堂ＤＹホールディングス 平田 智 
パナソニックホールディングス㈱ 服部 智行 
丸 紅㈱ 大場 恒 
㈱三井住友銀行 田中 鉄男 
三井物産㈱ 坂東 太郎 
三菱商事㈱ 西原 直 

 
 

 

第第七七号号議議案案 評評議議員員退退任任・・選選任任報報告告

 
令和 4 年 10 月 3 日（第 492 回理事会・評議員会） 理事会承認 

  
                                                         （敬称略） 

（退任）           （選任） 
日本たばこ産業㈱ 

社友 取締役副会長 
丹呉 泰健 岡本 薫明 

 
住友商事㈱ 

執行役員   主計部長 
吉田  安宏 布施 吉康 

 
㈱日清製粉グループ 

特別顧問 取締役社長 
見目 信樹 瀧原 賢二 
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　　第第八八号号議議案案　　評評議議員員任任期期満満了了にに伴伴うう改改選選案案

（令和５年５月３０日付）

評評議議員員（（議議長長）） （敬称略）

日 本 た ば こ 産 業 ㈱ 取 締 役 副 会 長 岡 本 薫 明

評評議議員員
㈱ Ｉ Ｈ Ｉ 執 行 役 員 財 務 部 長 福 本 保 明
旭 化 成 ㈱ 代表取締役 常務執行役員 堀 江 俊 保
伊 藤 忠 商 事 ㈱ 経 理 部 長 山 浦 周 一 郎 新任

㈱ エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ デ ー タ
執行役員コーポレート統括本部
財 務 部 長

掛 谷 一 夫

大 阪 ガ ス ㈱ 代表取締役副社長執行役員 松 井 毅
( 公 社 ) 関 西 経 済 連 合 会 常 務 理 事 松 倉 克 浩
九 州 電 力 ㈱ 常 務 執 行 役 員 中 野 隆
㈱ 神 戸 製 鋼 所 執 行 役 員 河 原 一 明
Ｊ Ｆ Ｅ ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 専 務 執 行 役 員 田 中 利 弘
四 国 電 力 ㈱ 取締役社長 社長執行役員 長 井 啓 介
㈱ 商 船 三 井 常 務 執 行 役 員 梅 村 尚
清 水 建 設 ㈱ 執 行 役 員 財 務 担 当 山 口 充 穂 新任
住 友 商 事 ㈱ 主 計 部 長 布 施 吉 康
ソ ニ ー グ ル ー プ ㈱ 執 行 役 員 経 理 担 当 是 永 浩 利
損 害 保 険 ジ ャ パ ン ㈱ 取 締 役 社 長 白 川 儀 一
第 一 三 共 ㈱ 財 務 経 理 部 長 児 玉 智 裕
第 一 生 命 保 険 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 隅 野 俊 亮 新任
大 成 建 設 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 相 川 善 郎
大 和 証 券 ㈱ 専 務 取 締 役 佐 藤 英 二
㈱ 竹 中 工 務 店 取 締 役 執 行 役 員 社 長 佐 々 木 正 人
中 国 電 力 ㈱ 代表取締役副社長執行役員 高 場 敏 雄
帝 人 ㈱ 代表取締役専務執行役員 鍋 島 昭 久
東 武 鉄 道 ㈱ 代表取締役 専務執行役員 三 輪 裕 章
東 北 電 力 ㈱ 取締役社長社長執行役員 樋 口 康 二 郎
東 洋 紡 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 竹 内 郁 夫
ト ヨ タ 自 動 車 ㈱ 経 理 部 主 計 室 長 齊 藤 裕 司
㈱ 日 清 製 粉 グ ル ー プ 本 社 取 締 役 社 長 瀧 原 賢 二
日 東 紡 績 ㈱ 執 行 役 梶 川 浩 希
日 本 通 運 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 大 槻 秀 史

一 社 ) 日 本 ガ ス 協 会 専 務 理 事 早 川 光 毅
( 一 社 ) 日 本 経 済 団 体 連 合 会 専 務 理 事 井 上 隆
日 本 鉱 業 協 会 副 会 長 兼 専 務 理 事 矢 島 敬 雅
( 一 社 ) 日 本 自 動 車 工 業 会 副 会 長 ・ 専 務 理 事 永 塚 誠 一
日 本 製 紙 連 合 会 常 務 理 事 河 崎 雅 行
( 一 社 ) 日 本 倉 庫 協 会 理 事 長 米 田 浩
一 社 日 本 損 害 保 険 協 会 常 務 理 事 坂 本 仁 一

( 一 社 ) 日 本 鉄 鋼 連 盟 専 務 理 事 内 山 俊 一
( 一 社 ) 日 本 電 機 工 業 会 専 務 理 事 髙 本 学
㈱ 日 本 取 引 所 グ ル ー プ 執 行 役 吉 田 正 紀
㈱ 野 村 総 合 研 究 所 常 務 執 行 役 員 須 永 義 彦
阪 急 電 鉄 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 嶋 田 泰 夫
日 立 造 船 ㈱ 専 務 執 行 役 員 木 村 悟 新任
富士フイルムホールディングス㈱ 執 行 役 員 経 理 部 長 吉 沢 勝
北 陸 電 力 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 平 田 亙
北 海 道 電 力 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 小 林 剛 史
三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 ㈱ 常 務 執 行 役 員 福 田 寧 子 新任
三井住友ﾄ ﾗ ｽ ﾄ ･ ﾎ ｰ ﾙ ﾃ ﾞ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ｽ㈱ 執 行 役 常 務 佐 藤 正 克 新任
三 井 不 動 産 ㈱ 代 表 取 締 役 会 長 菰 田 正 信
三 菱 ケ ミ カ ル グ ル ー プ ㈱ コーポレートファイナンス本部長 武 藤 寧
三 菱 電 機 ㈱ 上席 執行 役員 経理 部長 藤 本 健 一 郎
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 ㈱ 専 務 執 行 役 員 十 川 潤 新任
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 代 表 執 行 役 社 長 永 島 英 器 新任

(計　　　５３名)
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((退退任任評評議議員員))
伊 藤 忠 商 事 ㈱ 執 行 役 員 経 理 部 長 山 口 和 昭
清 水 建 設 ㈱ 執 行 役 員 財 務 担 当 兵 藤 政 和
第 一 生 命 保 険 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 稲 垣 精 二
中 部 電 力 ㈱ 経 営 管 理 本 部 長 水 谷 仁
日 立 造 船 ㈱ 相 談 役 古 川 実
三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 早 川 琢 磨
三井住友ﾄ ﾗ ｽ ﾄ ･ ﾎ ｰ ﾙ ﾃ ﾞ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ｽ㈱ 取 締 役 執 行 役 専 務 山 口 信 明
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 ㈱ 取 締 役 専 務 執 行 役 員 石 川 恭
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 取 締 役 会 長 根 岸 秋 男

　　第第八八号号議議案案　　評評議議員員任任期期満満了了にに伴伴うう改改選選案案

（令和５年５月３０日付）

評評議議員員（（議議長長）） （敬称略）

日 本 た ば こ 産 業 ㈱ 取 締 役 副 会 長 岡 本 薫 明

評評議議員員
㈱ Ｉ Ｈ Ｉ 執 行 役 員 財 務 部 長 福 本 保 明
旭 化 成 ㈱ 代表取締役 常務執行役員 堀 江 俊 保
伊 藤 忠 商 事 ㈱ 経 理 部 長 山 浦 周 一 郎 新任

㈱ エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ デ ー タ
執行役員コーポレート統括本部
財 務 部 長

掛 谷 一 夫

大 阪 ガ ス ㈱ 代表取締役副社長執行役員 松 井 毅
( 公 社 ) 関 西 経 済 連 合 会 常 務 理 事 松 倉 克 浩
九 州 電 力 ㈱ 常 務 執 行 役 員 中 野 隆
㈱ 神 戸 製 鋼 所 執 行 役 員 河 原 一 明
Ｊ Ｆ Ｅ ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 専 務 執 行 役 員 田 中 利 弘
四 国 電 力 ㈱ 取締役社長 社長執行役員 長 井 啓 介
㈱ 商 船 三 井 常 務 執 行 役 員 梅 村 尚
清 水 建 設 ㈱ 執 行 役 員 財 務 担 当 山 口 充 穂 新任
住 友 商 事 ㈱ 主 計 部 長 布 施 吉 康
ソ ニ ー グ ル ー プ ㈱ 執 行 役 員 経 理 担 当 是 永 浩 利
損 害 保 険 ジ ャ パ ン ㈱ 取 締 役 社 長 白 川 儀 一
第 一 三 共 ㈱ 財 務 経 理 部 長 児 玉 智 裕
第 一 生 命 保 険 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 隅 野 俊 亮 新任
大 成 建 設 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 相 川 善 郎
大 和 証 券 ㈱ 専 務 取 締 役 佐 藤 英 二
㈱ 竹 中 工 務 店 取 締 役 執 行 役 員 社 長 佐 々 木 正 人
中 国 電 力 ㈱ 代表取締役副社長執行役員 高 場 敏 雄
帝 人 ㈱ 代表取締役専務執行役員 鍋 島 昭 久
東 武 鉄 道 ㈱ 代表取締役 専務執行役員 三 輪 裕 章
東 北 電 力 ㈱ 取締役社長社長執行役員 樋 口 康 二 郎
東 洋 紡 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 竹 内 郁 夫
ト ヨ タ 自 動 車 ㈱ 経 理 部 主 計 室 長 齊 藤 裕 司
㈱ 日 清 製 粉 グ ル ー プ 本 社 取 締 役 社 長 瀧 原 賢 二
日 東 紡 績 ㈱ 執 行 役 梶 川 浩 希
日 本 通 運 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 大 槻 秀 史

一 社 ) 日 本 ガ ス 協 会 専 務 理 事 早 川 光 毅
( 一 社 ) 日 本 経 済 団 体 連 合 会 専 務 理 事 井 上 隆
日 本 鉱 業 協 会 副 会 長 兼 専 務 理 事 矢 島 敬 雅
( 一 社 ) 日 本 自 動 車 工 業 会 副 会 長 ・ 専 務 理 事 永 塚 誠 一
日 本 製 紙 連 合 会 常 務 理 事 河 崎 雅 行
( 一 社 ) 日 本 倉 庫 協 会 理 事 長 米 田 浩
一 社 日 本 損 害 保 険 協 会 常 務 理 事 坂 本 仁 一

( 一 社 ) 日 本 鉄 鋼 連 盟 専 務 理 事 内 山 俊 一
( 一 社 ) 日 本 電 機 工 業 会 専 務 理 事 髙 本 学
㈱ 日 本 取 引 所 グ ル ー プ 執 行 役 吉 田 正 紀
㈱ 野 村 総 合 研 究 所 常 務 執 行 役 員 須 永 義 彦
阪 急 電 鉄 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 嶋 田 泰 夫
日 立 造 船 ㈱ 専 務 執 行 役 員 木 村 悟 新任
富士フイルムホールディングス㈱ 執 行 役 員 経 理 部 長 吉 沢 勝
北 陸 電 力 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 平 田 亙
北 海 道 電 力 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 小 林 剛 史
三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 ㈱ 常 務 執 行 役 員 福 田 寧 子 新任
三井住友ﾄ ﾗ ｽ ﾄ ･ ﾎ ｰ ﾙ ﾃ ﾞ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ｽ㈱ 執 行 役 常 務 佐 藤 正 克 新任
三 井 不 動 産 ㈱ 代 表 取 締 役 会 長 菰 田 正 信
三 菱 ケ ミ カ ル グ ル ー プ ㈱ コーポレートファイナンス本部長 武 藤 寧
三 菱 電 機 ㈱ 上席 執行 役員 経理 部長 藤 本 健 一 郎
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 ㈱ 専 務 執 行 役 員 十 川 潤 新任
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 代 表 執 行 役 社 長 永 島 英 器 新任

(計　　　５３名)
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